
 
 
 
  

   
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 

９，０２２億２０百万円  対前年度 ＋２６８億円 ＋３．１％ 

ただし、借換債（４１５億円）の特殊要因を除くと、 
８，６０７億３５百万円  対前年度 ＋２０５億円 ＋２．４％ 

   
※ 予算規模は、２年連続の増加であり、平成１７年度以来５年ぶ 
りの９，０００億円台。 

平 成 ２ ２ 年 度 当 初 予 算 の ポ イ ン ト 

 
 

１ 県 税     

当面、世界経済の悪化に伴う企業業績や個人消費の低迷が続くものとみられること 

から、法人県民税、法人事業税を中心にほとんどの税目で平成２１年度当初予算を下 

回る見込み。 

(1) 県税全体の規模 
１，７２８億７０百万円  対前年度  △２９３億円 △１４．５％ 

(2) 地方法人特別税(200 億 32 百万円)の影響を除いた県税の規模 

                  対前年度 △２１４億円 △１０．０％ 

＜参考＞ 地方税の偏在是正を目的に導入された地方法人特別譲与税と県税の 

合計額では、対前年度△２１４億円（△１０．０％）。 

２ 地方交付税等 

(1) 実質的な地方交付税(地方交付税＋臨時財政対策債)  

 ２，９１７億２４百万円  対前年度 ＋２８８億円 ＋１１．０％ 

(2) 地方交付税 

   ２，１５２億００百万円  対前年度  ＋７３億円  ＋３．５％ 

※ 地方財政対策において、地方交付税については総額で１．１兆円増額し、 

臨時財政対策債については財源不足額の拡大に伴い、それぞれが増加する 

見込み。 

３ 国庫支出金 

(1) 国庫支出金全体の規模 
１，０１１億８１百万円  対前年度  ＋２０億円  ＋２．０％ 

(2) 公立高等学校運営費負担金の増(51 億 50 百万円)の影響を除いた国庫支 

出金の規模 

     ９６０億３１百万円  対前年度  △３１億円  △３．２％ 

２ 歳 入 

１ 予算規模 

資料３ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

   
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１ 義務的経費  ４，０２４億７８百万円 

対前年度  △６４億円  △１．６％ 

(1) 人件費 … 職員数の更なる削減などにより、 

対前年度   △９億円  △０．３％ 

          退職手当を除いた人件費の規模は、 

                対前年度  △２８億円  △１．１％ 

           ※平成２０年度からの職員給与の抑制措置は継続。 

(2) 扶助費 … 対前年度  ＋１２億円  ＋７．４％ 

（間接扶助費を含めると 

対前年度  ＋３９億円  ＋４．９％） 

(3) 公債費 … 対前年度  △６７億円  △５．３％ 

（公債管理特別会計を含めた実質的な公債費の規模（借換分を除く）は 

 対前年度 ＋２０百万円  ＋０．０％） 

 

２ 投資的経費  １，２５０億２９百万円 

          対前年度 △４６億円 △３．６％ 

(1) 公共事業 … 対前年度 △９４億円 △８．７％  

         ※公共事業に準じる維持補修費を含めると、△７．９％ 

(2) その他  … 災害拠点病院等耐震化臨時特例基金事業、小規模介護施 

設等緊急整備等臨時特例基金事業等の実施により、 

対前年度  ＋４８億円 ＋２２．６％ 

３ 歳 出 

４ 県 債 

 ※ 全体の規模 １，８４０億２６百万円 対前年度 ＋２２７億円 ＋１４．１％ 

(1) 借換債を除いた県債の規模 

  １，４２５億４１百万円  対前年度 ＋１６５億円 ＋１３．１％ 

[県債依存度 １６．６％] 

(2) 借換債及び臨時財政対策債（実質的な地方交付税）を除いた県債の規模 

     ６６０億１７百万円  対前年度  △４９億円  △７．０％ 

       ［県債依存度  ７．７％］ 
 ＜参考＞ 借換債     22年度 415億円（ +62億円）←21年度 353億円 
      臨時財政対策債 22年度 765億円（+214億円）←21年度 551億円 
(3) 臨時財政対策債（元利償還金は全額交付税措置）を除く県債残高は減少 

    平成２２年度末見込み  ９，８６２億円 対前年度 △１９０億円 

    平成２１年度末見込み １０，０５２億円 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

 

 １ 財源不足額             ４００億円 

現行の「財政構造改革プログラム」においては、平成２２年度の 
財源不足額を８００億円と見込んでいたが、景気の後退により県税 
収入が更に減少する一方で、平成２１年度までに歳出の削減や新た 
な歳入確保に取り組んだほか、地方交付税等の増額が見込まれたこ 
とから、対策を要する実質的な財源不足額は４００億円となった。 

２ 財源確保の状況 

 (1) 歳入確保               １８３億円  

① 県債の更なる活用（１６２億円） 

② 地方財政対策等による歳入確保（２１億円）  

 

(2) 歳出抑制              △１３７億円 

① 人件費 

職員給与抑制措置（平成２０年度から）や職員数の更なる削減な 

どによる（△９０億円） 

② 一般事業費 

事務事業の見直しや、国の交付金を活用した平成２１年度補正予 

算における前倒しなどによる（△４７億円） 

 

 (3) 主要基金の取崩し            ８０億円 

     

※ 主要基金の平成２２年度末残高見込み：２９億円 

    

４ 財源不足への対応 

 

３ 一般行政経費   ３，７４７億１３百万円 

           対前年度 ＋３７８億円 ＋１１．２％ 

 (1) 補助費等  … 対前年度 ＋１０３億円  ＋６．１％ 

  ・間接扶助費 … 介護給付費負担金、後期高齢者医療給付費県費負担金 

   の増等により 対前年度  ＋２７億円  ＋４．２％ 

 (2) 貸付金  … 中小企業制度資金貸付金の増等により 

対前年度 ＋１２９億円 ＋１６．２％ 

 (3) その他  … 借換債の繰出金の増等により 

                 対前年度 ＋１４７億円 ＋１６．３％ 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
                          

 

(1) 未来の主人公であるふくしまの子どもたち育成プログラム 

       １３４億円（ ４６件） 

 

(2) ふくしまの特性を生かした産業の総合力発揮プログラム 

    ３９億円（ ４１件） 

 

(3) 地域活性化を導くふくしまの低炭素社会づくりプログラム 

                １６億円（ ３７件） 

 

(4) ふくしまのにぎわい創出プログラム 

          ４５億円（ ５２件） 

 

(5) 健康で生きがいに満ち、安全で安心なふくしまづくり推進プログラム 

    １８３億円（ ６８件） 

 

 

合  計         ４１７億円（２４４件） 

※うち新規及び一部新規  １４２億円（ ９９件） 

５ 重点事業 


